
旅館業法等改正法の

公布までの経緯
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生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する
法律（令和５年法律第52号）の公布までの経緯

令和３年
８月27日 第１回旅館業法の見直しに係る検討会

令和４年
７月14日 第７回旅館業法の見直しに係る検討会 →取りまとめ
10月７日 議案提出（新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生

活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の
一部を改正する法律案）

12月９日 衆議院付託
12月10日 会期末

令和５年
５月24日 衆議院厚生労働委員会（提案理由説明）
５月26日 質疑終局
・自民、立憲、維新、公明、国民、共産、有志の提案による修正案提出 →可決

５月30日 衆議院本会議（議了）
６月１日 参議院厚生労働委員会（提案理由説明）
６月６日 参議院厚生労働委員会（採決）
６月７日 参議院本会議（議了）
６月14日 公布
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○ 旅館業法の一部を改正する法律（平成29年法律第84号。平成30年６月施行）の附則においては、改正後の旅館
業法の施行状況について、施行後３年を目処として検討することとされている。

○ 加えて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等を背景に、旅館業の事業承継手続の整備や、旅館・ホテルの
現場に即した柔軟な感染症対策が行えるよう必要な措置を検討すべきとの声もあることを踏まえ、「旅館業法の見
直しに係る検討会」を開催する。

旅館業法の見直しに係る検討会について

１.趣旨・目的

内田 勝彦 大分県東部保健所長

遠藤 弘良 聖路加国際大学名誉教授

越智 良典
東洋大学国際観光学部国際観光学科教授
／（一社）日本旅行業協会参与

坂元 茂樹 （公財）人権教育啓発推進センター理事長

櫻田 あすか サービス・ツーリズム産業労働組合連合会副会長

多田 計介 全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会会長

◎ 玉 井 和 博 立教大学観光研究所特任研究員

増田 悦子 公益社団法人全国消費生活相談員協会理事長

三浦 雅生 五木田・三浦法律事務所銀座オフィス所長弁護士

２. 構成員 ３. 主な検討事項

○ 平成29年旅館業法改正の施行状況等に関する評
価とそれを踏まえた必要な対応（違法民泊対策等）

○ 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた検
討課題（宿泊拒否制限の見直し、宿泊者名簿記載事
項の見直し）

○ 事業承継手続の整備

４. 開催状況

・第１回 令和３年８月27日
（改正旅館業法の施行状況、旅館業法に係る主な検討課題など）

・第２回 令和３年９月２日
（前回検討会の意見整理、関係者ヒアリング①）

・第３回 令和３年９月27日 ・第４回 令和３年10月28日
（関係者ヒアリング②） （関係者ヒアリング③）

・第５回 令和３年11月８日 ・第６回 令和３年12月１日
（ヒアリングを踏まえた意見整理等） （ヒアリングを踏まえた意見整理等）

・第７回 令和４年７月14日
（とりまとめ）◎は座長
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旅館業法の見直しに係る検討会においてヒアリングした団体について

・全国ハンセン病療養所入所者協議会
・ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国原告団協議会
・ハンセン病違憲国家賠償訴訟全国弁護団連絡会／ハンセン病訴訟西日本弁護団
・ハンセン病家族訴訟原告団
・一般財団法人全日本ろうあ連盟
・社会福祉法人日本視覚障害者団体連合
・社会福祉法人日本身体障害者団体連合会
・公益社団法人全国脊髄損傷者連合会
・特定非営利活動法人日本補助犬情報センター
・一般社団法人全国手をつなぐ育成会連合会
・一般社団法人日本発達障害ネットワーク／一般社団法人日本自閉症協会
・公益社団法人全国精神保健福祉会連合会（みんなねっと）
・認定ＮＰＯ法人ぷれいす東京
・東京ＨＩＶ訴訟原告団、大阪ＨＩＶ訴訟原告団
・一般社団法人日本難病・疾病団体協議会
・認定ＮＰＯ法人難病のこども支援全国ネットワーク
・一般社団法人全国がん患者団体連合会
・日本肝臓病患者団体協議会、薬害肝炎全国原告団、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団
・一般社団法人日本旅館協会
・一般社団法人日本ホテル協会
・一般社団法人全日本ホテル連盟
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｢旅館業の制度の見直しの方向性について｣概要

○ 新型コロナの感染が継続する中、今後も旅館･ホテルでの新型コロナ等のまん延を防止し、宿泊者や従業員の健康･安
全を確保するため、現場に即した柔軟な感染症対策が行えるよう必要な措置を検討すべきという指摘。一方で、平成15
年にハンセン病元患者であることを理由とする宿泊拒否事件が発生した際、旅館業法第5条を根拠に行政処分が行われた
こと等を踏まえ、慎重な検討が求められる。

※ 旅館業の営業者は、｢宿泊しようとする者が伝染性の疾病にかかっていると明らかに認められるとき｣(旅館業法第5条第1号)等
を除き、宿泊を拒んではならない。発熱等の症状があることのみをもっては宿泊を拒否できない。

○ 以下について、本検討会の全ての構成員の認識が共通していることを改めて確認。
・ 旅館･ホテルは、今後とも、宿泊を必要とする者が安心して利用できる安全な宿泊の場であるべき
・ 旅館･ホテルでは、今後とも、患者等や障害者への差別をはじめ、不当な差別が行われてはならない
・ 以上のことは、旅館業法だけでなく、他の制度や施策、関係者の取組等が相まって社会全体として実現

○ 厚生労働省において、今回の見直しは、関係者の意見を聞きながら､以下のような案を中心に､調整を進めていくべき｡

Ⅰ．感染症まん延防止の観点からの宿泊拒否事由の明確化（1及び3はパンデミック等の際にのみ発動）

１．発熱等の感染症（感染症法に規定する1類感染症、2類感染症、新型インフルエンザ等感染症、新感染症、指定感染症に限

る）の症状を呈する者を直ちに宿泊拒否できるようにはしないが、これらの者には、旅館業の営業者から、医療機関
の受診や関係機関との連絡・相談、旅館･ホテル滞在中の感染対策として厚生労働大臣が定めるものを要請できるよ
うにし、正当な理由（注）なく応じない場合は宿泊拒否を可能とする。

（注）医療機関が診療時間外であるとき、がん等で発熱していると想定されるとき等を想定

２．第5条第1号について「1類感染症、2類感染症、新型インフルエンザ等感染症、新感染症、指定感染症の患者」と
規定する。

３．１のほか、旅館業の営業者は宿泊客に対して、必要な感染対策として厚生労働大臣が定めるものを要請することが
できるようにし、正当な理由なく応じない場合は宿泊拒否を可能とする。

Ⅱ．差別防止の更なる徹底
・ 旅館業の営業者の努力義務に「従業員の研修」を加えることにより、差別防止を更に徹底する。

Ⅲ．その他
・ ｢迷惑客｣、｢旅館･ホテルの合理的な負担の範囲を超える利用｣等の過重な負担であって対応困難なものを繰り返し求

められたときに宿泊拒否を可能とする。

○ 旅館･ホテルは、宿泊を必要とする者が、不当な差別を受けることなく、安心して利用できる安全な宿泊の場であるこ
とを、社会全体として今後とも実現できるよう、今後の社会情勢も見ながら、他の制度や施策、関係者の取組、法的な
課題も含め、不断に検討を深めていくべき。

感染症まん延防止の観点からの宿泊拒否事由の明確化、差別防止の更なる徹底

（事業承継手続の整備）
○ ｢旅館業の事業譲渡を受

けた法人又は個人が、その
事業譲渡について都道府県
知事等の承認を受けたとき
は、営業者の地位を承継す
る｣といった、相続等の場
合と同等の事業承継の手続
簡素化に関する規定を新た
に設ける方向で検討すべき。

（宿泊者名簿の記載事項）
○ 感染対策上保健所等に必

要とならない情報である
｢職業｣は削除し、必要な情
報である｢連絡先｣を追加す
る方向で検討すべき。

（改正旅館業法の施行状況）
○ 全体として、旅館業法違

反のおそれがあると自治体
が把握している事案数等が
継続的に減少するなど、改
正法の施行状況は概ね順調
と評価。引き続き、こうし
た数値や関係者の意見等の
把握及び関係機関と連携し
た取組を続けていくべき。

事業承継手続の整備等

○ 令和3年8月から、新型コロナを踏まえた旅館業法に係る検討課題（宿泊拒否事由、宿泊者名簿等）、旅館業の事業承継、改正旅館業法の施行状況等に
ついて、旅館･ホテル事業者、患者等団体、障害者団体等の26団体からヒアリングを行いながら検討。今般、制度見直しの方向性を取りまとめ。

検討経緯

（令和 4年 7月 1 4日 旅館業法の見直しに係る検討会）
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新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生活衛生関係営業等の
事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律案の概要

改正の趣旨

改正の概要

１．旅館業の施設における感染症のまん延防止対策、差別防止の更なる徹底等【旅館業法】

（１）感染症のまん延防止の観点からの宿泊拒否事由の明確化等

① 特定感染症（※）が国内で発生している期間に限り、旅館業の営業者は、

・特定感染症の症状を呈する宿泊者等に対し、特定感染症の感染防止に必要な協力や、特定感染症の患者に該当するかどうかの報告を求
めることができることとし、正当な理由なくこれに応じないときは宿泊を拒むことができることとする。

・その他の宿泊者に対し、特定感染症の感染防止に必要な協力を求めることができることとし、正当な理由なく体温その他の健康状態等
の確認の求めに応じないときは宿泊を拒むことができることとする。
(※)特定感染症：感染症法における一類感染症・二類感染症・新型インフルエンザ等感染症・新感染症及び指定感染症のうち入院等の規定が適用されるもの。

② 宿泊拒否事由（伝染性の疾病にかかっていると明らかに認められるとき）を、｢特定感染症の患者であるとき｣と明確化する。

③ 宿泊しようとする者が営業者に対し、その実施に伴う負担が過重であって他の宿泊者に対する宿泊に関するサービスの提供を著しく阻
害するおそれのある要求を繰り返したときは、営業者は宿泊を拒むことができることとする。

（２）差別防止の更なる徹底

旅館業の営業者は、その施設における感染症のまん延防止対策の適切な実施や、高齢者、障害者等の特に配慮を要する宿泊者への適切
な宿泊サービスの提供のため、その従業員に対して必要な研修の機会を与えるよう努めなければならないこととする。

２．生活衛生関係営業等の事業譲渡による営業者の地位の承継【食品衛生法、理容師法、 興行場法、旅館業法、公衆浴場法、

クリーニング業法、美容師法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律】

事業譲渡について、事業を譲り受けた者は、新たに許可の取得等を行うことなく、営業者の地位を承継することとする。 等

施行期日

公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るため、
旅館業の営業者が新型インフルエンザ等感染症等の症状を呈している宿泊者等に対して感染防止対策への協力を求めることができること
とし、当該求めに正当な理由なく応じない場合に宿泊を拒むことができることとするほか、事業譲渡に係る手続の整備等の措置を講ずる。

5

※令和４年10月７日 第210回国会提出



6

新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生活衛生関係営業等の事業活動の
継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律案に対する修正案要綱



改正法案の趣旨と修正の経緯

参考：関連する国会質疑（令和５年６月６日 参・厚生労働委員会）

【改正法案の趣旨】
○藤井一博委員 改めて、加藤厚生労働大臣から、旅館、ホテルの現場の声も含めて、今回の改正法案の趣旨を説明していただきたいと思
います。

○加藤厚生労働大臣 今回の改正に当たりましては、旅館、ホテルの現場の方々から、新型コロナの流行期に、宿泊者に対して感染防止対
策への実効的な協力要請を行うことができず、施設の適切な運営に支障が生じることがあった、また、いわゆる迷惑客について、旅館業
の営業者が無制限に対応を強いられた場合には、感染防止対策を始め旅館業の施設において本来提供すべきサービスが提供できず、旅館
業法上求められる業務の遂行に支障を来すおそれがあったなどの意見が寄せられたところでございます。

旅館、ホテルの労働組合の方々からも、いわゆる迷惑客への対応について、迷惑客の宿泊を拒む根拠規定が必要であるとの意見もいた
だいたところでございます。

本法案では、そうした意見も踏まえ、旅館業法について、次なる感染症の発生に備えて、旅館業の営業者から宿泊者に対する感染防止
対策への協力要請の規定を設けるとともに、宿泊者が実施に伴う負担が過重であって他の宿泊者に対する宿泊に関するサービスの提供を
著しく阻害するおそれのある要求として厚生労働省令で定めるものを繰り返したときに宿泊を拒むことができる旨の規定を設けるなどの
対応を取ることといたしました。また、旅館業、ホテルの適正な運営の確保に資する改正を行うこととしており、これを早期に実現する
ことが必要と考えております。

本法案が成立した場合には、関係者などによる検討会において検討を行った上で、旅館、ホテルの現場で適切な対応が行われるように
するための指針を策定するなど、円滑な施行に向けた取組を行ってまいります。

【修正の経緯】
○川田龍平委員 政府の旅館業法等改正案の問題点をどのように捉えていたのか、政府案の修正に至るまでの過程と修正案取りまとめで御
苦労された点、さらには修正に向けた政治家としての御決意について、修正案提出者に伺います。

○中島克仁議員（修正案提案者） 御質問ありがとうございます。政府案においては、旅館業法改正の関係では、差別防止の徹底を図りつ
つ、感染症の蔓延防止の観点からの宿泊拒否事由の明確化を講ずるとともに、生活衛生関係営業等に関する各法律の改正の関係では、事
業譲渡による営業者の地位の承継における手続の簡素化のための措置を講ずることとされております。

これらの点に関し、まず旅館業法の改正に対しては、ハンセン病元患者等の団体や障害者団体等から、宿泊拒否の条文の改正によって、
これを契機とした恣意的な宿泊拒否が行われるようになるのではないか、偏見や差別を助長することにならないかといった意見が出され
ており、また、生活衛生関係営業等に関する各法律改正に対しては、事業譲渡による営業者の地位の承継手続の簡素化により衛生水準が
低下することになるのではないかといった懸念が示されておりました。昨年の十月に政府案が提出されてから半年以上が経過しており、
その間、新型コロナウイルス感染症の五類感染症への移行などの変化もありました。このことを踏まえ、与野党において政府案に対する
修正協議の場が持たれることとなり、その場において真摯な議論が重ねられ、いただいた御意見や御懸念についてはしっかりと対応する
必要があるとの認識を共有をし、修正案の提出に至ったところであります。政府においては、修正案の趣旨及び内容を踏まえ、このよう
な御意見や御懸念を払拭することができるよう適切な運用がされることを期待しております。 7



改正の趣旨
１．旅館業の施設における感染症のまん延防止対策、差別防止の更なる徹底等【旅館業法】

（１）感染症のまん延防止の観点からの宿泊拒否事由の明確化等

① 特定感染症（※）が国内で発生している期間に限り、旅館業の営業者は、

・特定感染症の症状を呈する宿泊者等に対し、特定感染症の感染防止に必要な協力や、特定感染症の患者に該当するかどうかの報告を求
めることができることとする。

・その他の宿泊者に対し、特定感染症の感染防止に必要な協力を求めることができることとする。
(※)特定感染症：感染症法における一類感染症・二類感染症・新型インフルエンザ等感染症・新感染症及び指定感染症のうち入院等の規定が適用されるもの。

② 宿泊拒否事由（伝染性の疾病にかかっていると明らかに認められるとき）を、｢特定感染症の患者であるとき｣と明確化する。

③ 宿泊しようとする者が営業者に対し、その実施に伴う負担が過重であって他の宿泊者に対する宿泊に関するサービスの提供を著しく阻
害するおそれのある要求として厚生労働省令で定めるものを繰り返したときは、営業者は宿泊を拒むことができることとする。

（２）差別防止の更なる徹底等

① 旅館業の営業者は、その施設における感染症のまん延防止対策の適切な実施や、高齢者、障害者等の特に配慮を要する宿泊者への適切
な宿泊サービスの提供のため、その従業員に対して必要な研修の機会を与えるよう努めなければならないこととする。

② 営業者は、旅館業の公共性を踏まえ、かつ、宿泊しようとする者の状況等に配慮して、みだりに宿泊を拒むことがないようにするとと
もに、宿泊を拒む場合には、宿泊拒否事由のいずれかに該当するかどうかを客観的な事実に基づいて判断し、及び宿泊しようとする者か
らの求めに応じてその理由を丁寧に説明することができるようにするものとする。

③ 厚生労働大臣は、感染症に関する専門的な知識を有する者、旅館業の業務に関し専門的な知識及び経験を有する者並びに旅館業の施設
の利用者の意見を聴いて、宿泊者に対する感染防止対策への協力の求め及び宿泊拒否事由等に関し、営業者が適切に対処するために必要
な指針を定めるものとする。

④ 営業者は、当分の間、（１）②又は③のいずれかで宿泊を拒んだときは、その理由等を記録しておくものとする。 等

２．生活衛生関係営業等の事業譲渡による営業者の地位の承継【食品衛生法、 理容師法、 興行場法、旅館業法、公衆浴場法、

クリーニング業法、美容師法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律】

① 事業譲渡について、事業を譲り受けた者は、新たに許可の取得等を行うことなく、営業者の地位を承継することとする。

② 都道府県知事等は、当分の間、①の規定により営業者の地位を承継した者の業務の状況について、当該地位が承継された日から６月を
経過するまでの間において、少なくとも１回調査しなければならないこととする。 等

施行期日

公布の日（令和５年６月14日）から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律の概要

※衆議院による修正を踏まえた内容改正の概要

生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整備を図るため、旅館業の営業者が新型インフルエンザ等感染症等の症状を呈し
ている宿泊者等に対して感染防止対策への協力を求めることができることとするほか、事業譲渡に係る手続の整備等の措置を講ずる。
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新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生活衛生関係営業等の事業活動の継
続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。
一 旅館業の営業者が感染防止対策への協力を求める場合は、宿泊しようとする者の置かれている状況等を十分に踏まえた上で、協力の必要
性及び内容を判断するよう、適切に指導すること。

二 旅館業法第四条の二第一項は、旅館業の営業者が宿泊しようとする者に対して医師の診断を受けることを強制できるものではないことを
明らかにして周知すること。

三 宿泊しようとする者が特定感染症の患者に該当するかどうかを確認した結果の営業者への報告は、口頭による報告も含めること。
四 旅館業法第四条の二第三項に基づく厚生労働大臣の意見聴取に当たっては、感染症患者、障害者等の旅館業の施設の利用者からも意見を
聴取すること。

五 旅館業法第四条の二第四項の正当な理由については、宿泊しようとする者の置かれている状況等を十分に踏まえた上で、協力の必要性の
有無及び協力の内容について適正性・公平性が図られるよう、柔軟に幅広く解釈・運用すべきであることを営業者に周知すること。また、
営業者の実施した協力の求めの内容等について適切に把握し、その適正性・公平性を確認すること。

六 宿泊しようとする特定感染症の症状を呈している者が診察等に容易に応じることができるよう、地域における旅館業の施設と医療機関と
の連携を確保すること。

七 旅館業の営業者が適切に対処するために必要な指針の策定に当たっては、宿泊しようとする者が特定感染症の患者等に該当した場合で
あっても医療機関等が逼迫しており入院調整等に時間を要するときは宿泊拒否ではなく感染防止対策への協力を求め個室等で療養させるこ
とが望ましいこと、旅館業の営業者は障害者差別解消法等を遵守し、障害を理由とする差別は許されず障害を理由とする宿泊拒否はできな
いこと、障害者差別解消法第八条第二項の「実施に伴う負担が過重でない」ものは宿泊拒否事由に当たらないことを明確にすること。

八 宿泊拒否事由に係る宿泊しようとする者からの営業者に対する要求についての厚生労働省令を定めるに当たっては、営業者による恣意的
な運用がなされないよう明確かつ限定的な内容とするよう努めること。

九 本法附則第二条第一項に基づき、正当な理由なくこれに応じないときの対応の在り方について所要の措置を講ずるに当たっては、今回の
修正があったことを受け止め、まずは宿泊拒否事由の拡大以外の事項の検討を行うこと。

十 旅館業の営業者と宿泊しようとする者が混乱することなく対応できるよう、本法による旅館業法の改正の内容及び指針について、周知徹
底すること。

十一 旅館業の営業者に対し、差別防止のための研修教材の準備や研修を担う人材の育成等に対する支援を行うこと。また、旅館業の営業者
の研修の実施の有無・内容等について、定期的に確認すること。

十二 旅館業の施設には不特定多数の者が宿泊することに鑑み、科学的知見に基づいた換気設備等の感染防止のために必要な対策等について
の周知を行うとともに、感染防止対策を担う人材育成を支援すること。

十三 旅館業は宿泊者の移動・生命・財産を守ることが求められている重要な事業であることを踏まえ、旅館業の事業譲渡が行われた場合に
は、事業を承継した者に対して事業の継続性について十分に周知すること。

十四 生活衛生関係営業等の営業者の地位の承継後六月以内に少なくとも一回行わなければならないとされる都道府県知事等による業務の状
況の調査について、承継後可能な限り速やかに実地検査を含めた必要な調査が行われるようにすること。
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新型コロナウイルス感染症等の影響による情勢の変化に対応して生活衛生関係営業等の事業活動の継
続に資する環境の整備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（参議院）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。
一、旅館業の営業者が感染防止対策への協力を求める場合は、宿泊しようとする者の置かれている状況等を十分に踏まえた上で、協力の必要
性及び内容を判断するよう、適切に指導すること。

二、旅館業法第四条の二第一項は、旅館業の営業者が宿泊しようとする者に対して医師の診断を受けることを強制できるものではないことを
明らかにして周知すること。

三、宿泊しようとする者が特定感染症の患者に該当するかどうかを確認した結果の営業者への報告は、口頭による報告も含めること。
四、旅館業法第四条の二第三項に基づく厚生労働大臣の意見聴取に当たっては、感染症患者、障害者等の旅館業の施設の利用者からも意見を
聴取すること。

五、旅館業法第四条の二第四項の正当な理由については、宿泊しようとする者の置かれている状況等を十分に踏まえた上で、協力の必要性の
有無及び協力の内容について適正性・公平性が図られるよう、柔軟に幅広く解釈・運用すべきであることを営業者に周知すること。また、
営業者の実施した協力の求めの内容等について適切に把握し、その適正性・公平性を確認すること。

六、宿泊しようとする特定感染症の症状を呈している者が診察等に容易に応じることができるよう、地域における旅館業の施設と医療機関と
の連携を確保すること。

七、旅館業の営業者が適切に対処するために必要な指針の策定に当たっては、宿泊しようとする者が特定感染症の患者等に該当した場合で
あっても医療機関等が逼迫しており入院調整等に時間を要するときは宿泊拒否ではなく感染防止対策への協力を求め個室等で待機させるこ
とが望ましいこと、旅館業の営業者は障害者差別解消法等を遵守し、障害を理由とする差別は許されず障害を理由とする宿泊拒否はできな
いこと、障害者差別解消法第八条第二項の「実施に伴う負担が過重でない」ものは宿泊拒否事由に当たらないことを明確にすること。

八、宿泊拒否事由に係る宿泊しようとする者からの営業者に対する要求についての厚生労働省令を定めるに当たっては、営業者による恣意的
な運用がなされないよう明確かつ限定的な内容とするよう努めること。

九、本法附則第二条第一項に基づき、正当な理由なくこれに応じないときの対応の在り方について所要の措置を講ずるに当たっては、今回の
修正があったことを受け止め、患者・障害者の差別助長防止に配慮し、まずは宿泊拒否事由の拡大以外の事項の検討を行うこと。

十、旅館業の営業者と宿泊しようとする者が混乱することなく対応できるよう、本法による旅館業法の改正の内容及び指針について、周知徹
底すること。

十一、旅館業の営業者に対し、差別防止のための研修教材の準備や研修を担う人材の育成等に対する支援を行うこと。また、旅館業の営業者
の研修の実施の有無・内容等について、定期的に確認すること。さらに、営業者が従業者の就職時及び就職後も定期的に研修を行うように
指導・助言すること。

十二、旅館業の施設には不特定多数の者が宿泊することに鑑み、科学的知見に基づいた換気設備等の感染防止のために必要な対策等について
の周知を行うとともに、感染防止対策を担う人材育成を支援すること。

十三、旅館業は宿泊者の移動・生命・財産を守ることが求められている重要な事業であることを踏まえ、旅館業の事業譲渡が行われた場合に
は、事業を承継した者に対して事業の継続性について十分に周知すること。

十四、生活衛生関係営業等の営業者の地位の承継後六月以内に少なくとも一回行わなければならないとされる都道府県知事等による業務の状
況の調査について、承継後可能な限り速やかに実地検査を含めた必要な調査が行われるようにすること。

十五、生活衛生関係営業等のうち、特に食鳥処理業をはじめとする食肉関連営業においては、カンピロバクターによる食中毒の危険性に鑑み、
カンピロバクターによる食中毒の防止のための対策を検討すること。
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改正旅館業法における意見聴取の規定等

11

■改正後の旅館業法
第三条の五 （略）
２ 営業者は、旅館業の施設において特定感染症のまん延の防止に必要な対策を適切に講じ、及び高齢者、障害者その他の特に配慮を要する宿泊者に対し

てその特性に応じた適切な宿泊に関するサービスを提供するため、その従業者に対して必要な研修の機会を与えるよう努めなければならない。

第四条の二 営業者は、宿泊しようとする者に対し、旅館業の施設における特定感染症のまん延の防止に必要な限度において、特定感染症国内発生期間に
限り、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める協力を求めることができる。
一 特定感染症の症状を呈している者その他の政令で定める者 次に掲げる協力
イ 当該者が次条第一項第一号に該当するかどうかが明らかでない場合において、医師の診断の結果その他の当該者が同号に該当するかどうかを確認

するために必要な事項として厚生労働省令で定めるものを厚生労働省令で定めるところにより営業者に報告すること。
ロ 当該旅館業の施設においてみだりに客室その他の当該営業者の指定する場所から出ないことその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染

の防止に必要な協力として政令で定めるもの
二 特定感染症の患者等（中略） 前号ロに掲げる協力
三 前二号に掲げる者以外の者 当該者の体温その他の健康状態その他厚生労働省令で定める事項の確認の求めに応じることその他の旅館業の施設にお

ける当該特定感染症の感染の防止に必要な協力として政令で定めるもの
２ （略）
３ 厚生労働大臣は、第一項第一号ロ及び第三号の政令の制定又は改廃の立案をしようとするときは、あらかじめ、感染症に関する専門的な知識を有する
者並びに旅館業の業務に関し専門的な知識及び経験を有する者の意見を聴かなければならない。

４ 宿泊しようとする者は、営業者から第一項の規定による協力の求めがあつたときは、正当な理由がない限り、その求めに応じなければならない。

第五条 営業者は、次の各号のいずれかに該当する場合を除いては、宿泊を拒んではならない。
一 宿泊しようとする者が特定感染症の患者等であるとき。
二 （略）
三 宿泊しようとする者が、営業者に対し、その実施に伴う負担が過重であつて他の宿泊者に対する宿泊に関するサービスの提供を著しく阻害するおそ
れのある要求として厚生労働省令で定めるものを繰り返したとき。

四 （略）
２ 営業者は、旅館業の公共性を踏まえ、かつ、宿泊しようとする者の状況等に配慮して、みだりに宿泊を拒むことがないようにするとともに、宿泊を拒

む場合には、前項各号のいずれかに該当するかどうかを客観的な事実に基づいて判断し、及び宿泊しようとする者からの求めに応じてその理由を丁寧に
説明することができるようにするものとする。

第五条の二 厚生労働大臣は、前二条に定める事項に関し、営業者が適切に対処するために必要な指針（以下この条において単に「指針」という。）を定
めるものとする。

２ 厚生労働大臣は、指針を定める場合には、あらかじめ、感染症に関する専門的な知識を有する者、旅館業の業務に関し専門的な知識及び経験を有する
者並びに旅館業の施設の利用者の意見を聴かなければならない。

３ 厚生労働大臣は、指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
４ 前二項の規定は、指針の変更について準用する。

■旅館業法等改正法 附則
第三条第二項 営業者（新旅館業法第三条の二第一項に規定する営業者をいう。）は、当分の間、新旅館業法第五条第一項第一号又は第三号のいずれかに

該当することを理由に宿泊（旅館業法第二条第五項に規定する宿泊をいう。次項において同じ。）を拒んだときは、厚生労働省令で定める方法により、
その理由等を記録しておくものとする。

※赤字は意見聴取することが法定されている内容


